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象牙取引規制に関する有識者会議による提言について 
 
拝啓 
 

象牙取引規制に関する有識者会議が、2 年以上にわたって 7 回の会合を開き、議論と検討の末、最終的な

提言をとりまとめられたことを心からお喜び申し上げます。今こそ、東京都の進むべき道を示した有識者会議提

言を徹底して実施され、都内の象牙取引に対する懸念を払しょくよう行動すべき時です。 
 
私たちは、とりわけ提言の第 3 がもっとも影響力があり、注目すべきものととらえております。
すなわち、「…世界の主要国でも、象牙取引を法的枠組みで規制した上で芸術品等は狭い例外と

して取引が認められている。東京都においては、日本の象牙製品の文化･芸術的な側面を評価しな

がら、象牙取引がゾウの密猟や違法取引に寄与しないようにするために、条例又はその他の効果

的な方法を検討されたい」という部分です。 
 
私たちは、東京都が有識者会議の助言を受け入れ、東京都議会によって採択されるべき、狭い

例外のみを除き都内の象牙市場を閉鎖するための条例を成立させるよう要望します。東京は日本

の象牙市場の 20%を占めるがゆえに、また国際都市として、問題のある象牙取引への関与を断ち、
日本の他の地域の範となるべき立場にあります。日本政府による問題への取組みが停滞している

現状ではなおさらのことです。知事と有識者会議が留意されているとおり、国際社会の懸念はニ

ューヨーク市長によって提起され、その後、米国政府の代表者ら、30 以上のアフリカ諸国で組織
されるアフリカゾウ連合への加盟国、その他数多くのステークホルダーが、東京–そして日本の–
象牙市場閉鎖に対する支持を表明しているのです。 
 
日本の合法象牙市場は、その規模およびそれが象牙の違法輸出の継続的な流出源となっている

がゆえに、絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約（ワシントン条約）の締

約国から、懸念のある市場であると見られてきました。日本は、1980年に批准した同条約のもと、
国内象牙市場がゾウの密猟または違法取引の一因とならないよう万全を期す義務を負っています。

しかし、日本の市場が現に違法取引の原因となっている有様は、有り余る証拠によって明らかに

されています。日本の市場は、日本国内で象牙を買い付け、違法に輸出せんとする国際的象牙バ

イヤーに目をつけられているのです。このように、日本の合法象牙市場は、中国をはじめアフリ

カとアジアのゾウ生息国による象牙市場閉鎖の効果を削ぎ、それらの国による法執行を阻害して

います。違法輸出を抑止するためには、象牙取引規制がいっそう強化されなければならず、結局

のところ、国内市場は閉鎖されなければならない状況となっているのです。 
 

2022 年 11 月、ワシントン条約第 19 回締約国会議（CoP19）が開催され、国内象牙市場閉鎖
が議題にのぼります。日本にとっては、CoP19 前に、象牙市場を閉鎖する旨を国際社会へ明確に
約束することが重要です。密猟または違法取引の一因となっている未閉鎖の象牙市場を擁する全

ての国に市場閉鎖を求める締約国会議決議 10.10（CoP18 改正）を遵守するためには、絶滅のお
それのある野生動植物の種の保存に関する法律およびその関係法令が見直され、限定的な例外を

除き国内市場を閉鎖するよう、改正されなければなりません。 
 



日本政府が象牙取引を一掃するために国レベルでの措置を取らなければならない一方、将来そ

のような行動がなされるかどうかが不確実であることを考えれば、東京はその管轄内で粛々と法

的措置をとることを検討すべきです。合法象牙市場は野生のゾウの未来を危うくするものです。

それは違法な象牙取引の隠れ蓑となり、商品化を正当化することによって消費者の象牙需要を刺

激し、政府の法執行を骨抜きにし、需要減少のための計画との間で軋轢を生じ、違法に輸出する

ための供給源として容易に利用されます。都内における法的措置の実施は、東京が国際的リーダ

ーの役割を真剣に果たさんとしていることを、国境を越えて世界へ届く力強いメッセージとなる

でしょう。日本が野生ゾウの未来の保障へコミットすることを世界に示すべきこの時に、東京都

がこのようにリーダーシップを発揮していただければと思うのです。 
 
小池知事には、これまでのそしてこれから東京都がとらんとする行動について、改めて感謝申

し上げます。私たちは、東京都が有識者会議の提言を実行し、象牙取引による脅威からゾウを保

護せんとする国際社会の取組みに加わることを要望してやみません。 
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